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１．｢新たな旅のスタイル｣の普及･促進について

背景･課題

取組みの方向性

目 的

〇従来の日本の観光スタイルは、特定の時期に一斉に休暇取得する、宿泊日数が短いといった
特徴があり、観光消費額の伸び悩みが課題となっている。

〇新型コロナウイルス感染症による社会変化を踏まえ、休暇取得や分散化に向けて、
滞在型の｢新たな旅のスタイル｣の普及が必要である。

〇感染リスクを軽減する｢新たな旅のスタイル｣を普及し、
より多くの旅行機会の創出や観光需要の平準化に繋げるとともに、休暇取得や分散化を促進

〇休暇取得や分散化に繋がるワーケーションやサテライトオフィス、ブレジャー等を
｢新たな旅のスタイル｣と位置付けて、企業、受入地域、観光業界、経済団体、関連省庁等と
連携しながら、その普及を図る。

取組みのイメージ

(１)国民全体の機運醸成 (２)企業、受入地域の環境整備 (３)企業、受入地域の関係性構築
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＜フェーズ１＞ 調査・実績構築 ＜フェーズ２＞ 普及・啓発

以下の取組みを企業、地域、観光･経済団体、関連省庁等と連携しながら段階的に実施する。

企業を対象としたモデル事業

実態調査

企業向け全国セミナー

情報発信･プロモーション

ワーケーションやブレジャー等の制度導入を検討してもらうため
に企業の経営層や人事部担当者を対象としたセミナーを開催する。
(フェーズ１で得られた調査データやツールを活用）

働き方改革や有給休暇の取得、新たな旅のスタイルの促進に
資する企業や国民向けのプロモーションを実施し、気運の醸成
を図る。(メディア活用、キャンペーン実施等)

ワーケーションやブレジャー等に関心の高い企
業にトライアルでの運用を行ってもらうことで
制度の導入促進を図るとともに効果検証を行う。

国内企業における制度の導入状況や既に制度を
導入している企業の活用実態(現状や課題)に関
する調査を行う。

｢新たな旅のスタイル｣に関する検討会

関係府省庁､経済団体､旅行団体､自治体､有識者等による検討会を設置し、｢新たな旅のスタイル｣の普及に向けた協議を行う。

【企業向け】 ｢労災｣、｢税務処理｣等の扱いや導入メリットを明示
することで、導入に向けたハードルを緩和する。

【地域向け】ワーケーションやブレジャー等に取組むメリットや
受入に必要な環境整備に関する情報を整理する。

２．今年度の取組（全体概要）

普及啓発パンフレット作成
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２．今年度の取組（スケジュール）

２０２０年度

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

企業を対象とした
モデル事業

実態調査

普及啓発パンフレット
作成

企業向け全国セミナー

情報発信・
プロモーション

検討委員会

協力企業募集

ワーケーション、ブレ
ジャーの実証（効果検証）

ブレジャー、ワーケーショ
ンの活用実態に関する調査

企業･受入地域向けの環境
整備等に関する普及啓発

制度導入促進のための経営層、
人事担当者向けセミナー

新たな働き方や休暇分散の
促進に向けた普及啓発

関係省庁、経済団体、有識
者、自治体等による検討会

トライアル実施 ※年末年始は除く

効果検証

調査設計 実 査 集計･分析

募集告知 セミナー開催（6回）

実施計画 情報発信・プロモーション実施

１回目 ３回目２回目

地域向けパンフ作成

企業向けパンフ作成（簡易版） 企業向けパンフ作成（完成版）

実施計画
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企業を対象としたモデル事業

〇ワーケーション等に関心の高い企業に、試行的にワーケーション等を実施してもらい、導入にあたっての
課題等の洗い出しを行うとともに、ワーケーション等がもたらす効果（体験した職員の業務意欲や生産性
の向上等）に関するデータを収集。

〇データは、企業向けパンフレット等に掲載するとともに、今後の企業向けセミナー等において活用。

３．今年度の取組（モデル事業）

＜参加企業･参加者＞
10～12社程度・各社15～20名を目安

＜実施期間＞
2020年11月～2021年1月

＜実験場所＞
国内で既にワーケーション等の受入体制が整っている地域（数カ所程度）

＜実施方法＞
上記期間のうち、4～5日程度でワーケーションやブレジャー等を実施

【実施形態の例】
リゾートワーク（福利厚生）型：旅行の滞在先でテレワーク等により業務を行う
チームビルディング型：企業内の複数職員が同時に滞在し、グループワークや研修等を行う
人材育成・課題解決型：複数企業の職員が参加し、多様な主体と交流しながら地域の課題解決に向けた

議論等を行う
サテライトオフィス型：地方に設置されたサテライトオフィス等で業務を行う
ブレジャー型：出張先等で滞在を延長して余暇を楽しむ

＜効果検証＞
・実施前後を含めた期間に、体験者の状態や仕事に対する姿勢等を問うWEBアンケートを行うとともに、
ウェアラブルデバイスの装着等により、体験者の行動データを収集

・対象者ごとの結果を数値化し、ワーケーション実施前後の思考や行動の変化等を分析
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〇企業におけるワーケーションやブレジャー等の導入を促進するためには、企業及び社員の双方にメリット
があることを訴求する必要がある。

〇企業の経営層や人事部門に対し、先進的な企業の取組を共有するとともに、ワーケーション中の労災や旅
費等の経費処理に関するQ&Aや社内規程の例を示すことにより、導入に向けた検討を促す。

３．今年度の取組（普及啓発パンフレット作成）

【簡易版】（１月頃までに作成）

１．はじめに(背景)

２．ワーケーション等の概要(目的･効果)

３．導入企業の事例(導入の経緯、運用方)

４．制度導入にあたってのＱ＆Ａ

・旅費、宿泊費等の税務処理

・労災の適用範囲

５．ワーケーション等に関する社内規程(例)

６．その他

・受入地域の紹介等

【完成版】（年度末までに作成）

１．はじめに(背景)

２．ワーケーション等の概要(目的･効果)

・実態調査やモデル事業の分析結果

３．導入企業の事例(導入の経緯、運用方)

・モデル事業を踏まえて内容を拡充

４．制度導入にあたってのＱ＆Ａ

・旅費、宿泊費等の税務処理

・労災の適用範囲

５．ワーケーション等に関する社内規程の例

６．その他

・受入地域の紹介

構成案

企業向けパンフレット
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６．次年度の取組み（予定）
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【地元関係者との意見交換】
町全体として「ワーケーション」に取組むことは、誘致企業が将来的に

地域づくりの担い手になる期待があること、一方の課題として、当該企業
のニーズの把握や対応、企業誘致にかかるPR・マッチング等が課題である
ことを聴取。行政同士だけでなく、地域内の宿泊施設や観光協会等の組織
横断的な連携がプラン作りに活きるのではないかとの提案があった。

【周辺のアクティビティ視察】
洞爺湖にてアクティビティ(カヌー体験)を視察。Work(業務)とVacation

（余暇)を即座に切り替えて、満喫できる時間の使い方はワーケーションな
らではと実感。

【滞在地でのテレワーク】
自宅や職場とは異なり、リラックスした雰囲気のなかで仕事をすること

で、快適な緊張感と高揚感のもと、集中力の高まりを感じることができた。
また、都会の喧噪やストレスを感じさせない壮大な自然の中での業務を通
じてクリエイティブな発想が期待でき、生産性向上につながると思料。

日 時：令和2年10月15日（木）～16日（金） 実施場所：北海道・洞爺湖町

≪今後に向けての課題、示唆≫

 休暇が取りやすくなる一方、あくまで休暇が主
軸であるということの職場の理解や本人にもけ
じめある公私スタイルの意識付けが必要。

 ワーケーションそのものにかかる環境整備だけ
でなく、職場内での認識の共通化やプロモー
ションの必要性を感じた。

 「旅行に仕事を持ち込むという発想ではなく、
気兼ねない（長期）休暇取得を推進するもので
ある。」

【地元関係者との意見交換】
ワーケーションの推進には地元の関係者に
も意識を持ってもらい、長期滞在者やリ
ピーターを期待した飽きさせないコンテン
ツ作りが重要。

【滞在地でのテレワーク風景】
普段とは異なる素晴らしい仕事環境に業務意欲と
クリエイティブな発想が生まれる。

【滞在地周辺のアクティビティ】
休暇と仕事の切り替えが容易になることにより、
休暇取得への気兼ねがなくなり仕事の集中力が
高まる。

【参考】観光庁職員によるワーケーション体験
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